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鉄道事業法第五十六条の二（軌道法第二十六条において準

用する場合を含む 、道路運送法第九十四条の二、貨物。）

自動車運送事業法第六十条の二、海上運送法第二十五条の

二、内航海運業法第二十六条の二第一項及び航空法第百三

十四条の二の規定に基づく安全管理規程に係る報告徴収又

は立入検査の実施に係る基本的な方針の改正について

国土交通大臣 前原 誠司

標記について、運輸審議会答申（平成２２年３月２日付国運審第

４３号）に基づき、別紙のとおり定める。



（別紙）

鉄道事業法第五十六条の二（軌道法第二十六条において準用する場合を含む。）、

道路運送法第九十四条の二、貨物自動車運送事業法第六十条の二、海上運送法第

二十五条の二、内航海運業法第二十六条の二第一項及び航空法第百三十四条の二

の規定に基づく安全管理規程に係る報告徴収又は立入検査の実施に係る基本的な

方針

１．実施に係る基本的な考え方

（１）「運輸の安全性の向上のための鉄道事業法等の一部を改正する法律（平成１８年法

律第１９号）」により、運輸事業者において、絶えず輸送の安全性の向上に向けた取

組を求めるとともに、安全最優先の方針の下、経営トップ主導による経営トップから

現場まで一丸となった安全管理体制の適切な構築を図るため、運輸事業者に対して、

安全管理規程の作成等が義務付けられた。

本方針は、この安全管理規程の記載事項のうち、その基本となる「輸送の安全を確

保するための事業の運営の方針に関する事項」の実施状況を確認するために行う報告

徴収又は立入検査（以下この方針において「運輸安全マネジメント評価」という。）

の実施に係る基本的な方針である。

（２）法施行後、これまで安全管理規程に係る制度（以下「運輸安全マネジメント制度」

という。）の周知、啓発等に努め、運輸安全マネジメント評価の実施に当たっても、

運輸事業者の経営管理部門を対象として、安全管理規程に関する基本的な理解及び実

際の実施状況の確認、安全管理規程の更なる改善等に向けた助言を中心に実施してき

た。

その結果、運輸事業者においても、運輸安全マネジメント制度に対する理解も進ん

できており、基本的な安全管理のための組織体制や関連規程類の整備等の枠組みにつ

いては、概ね構築していることが判明している。

一方で、その取組内容については、十分でない部分や事業者間・モード間で差があ

ることも判明している。

（３）上記を踏まえ、今後、当面は、運輸安全マネジメント制度の一層の浸透・定着等に

努め、運輸安全マネジメント評価の実施に当たっても、運輸事業者の経営管理部門を

対象として、安全管理体制の実際の運用状況の確認、安全管理体制の更なる改善等に

向けたきめ細かな助言を中心に実施する。



２．実施方針

（１）運輸安全マネジメント評価における重点確認事項

今後、当面は、安全管理規程のうち「輸送の安全を確保するための事業の運営の方

針に関する事項」となる「基本的な方針に関する事項」「関係法令等の遵守に関する

事項」及び「取組に関する事項」（以下「安全方針等」という。）に関し、以下の点に

ついて重点的に確認を行い、必要に応じ、安全方針等に関し、更なる改善等に向けた

きめ細かな助言を行う。

① 自ら作成した安全方針等に従った安全管理体制の運用が計画的になされ、それら

運用状況を自ら定期的に確認し、その確認の結果を踏まえ、安全管理体制の見直し

及び継続的改善がなされているか。

② 経営の責任者を含む経営管理部門における安全方針等に関する理解及び関与の度

合いは十分か。

③ 過去に行政処分又は行政指導を受けている運輸事業者について当該行政処分等を

踏まえた安全方針等の作成及び実施は行われているか。

（２）運輸安全マネジメント評価の実施の方法について

① 関係法令及び本方針に基づき運輸安全マネジメント評価を行う。

② 実施に当たっては、保安監査実施部局と連携するとともに、大臣官房運輸安全監

理官において、予め、本方針に沿って作成された運輸安全マネジメント評価実施要

領に基づいて実施する。

③ 経営の責任者、安全統括管理者等の経営幹部への面談調査と経営管理部門が管理

する安全管理に係る書類の確認を中心に実施し、別添の「運輸事業者における安全

管理の進め方に関するガイドライン」等に基づき、運輸事業者に対し、必要に応じ、

きめ細かな助言を行う。

④ 保安監査実施部局との相互の情報交換等による保安監査との連携を通じ、当該運

輸事業者の安全への取組について、総合的な把握及び分析に努める。

（３）運輸安全マネジメント評価の実施方法等の見直し及び改善について

① 運輸安全マネジメント評価に関する内部監査、運輸安全マネジメント評価を実施

する運輸安全調査官に対する技量評価、評価方法の検証、運輸安全マネジメント評

価実施事業者に対するアンケート調査等に基づき、その実施方法等について、継続

的な見直し及び改善を行う。

② 運輸審議会に上記①の実施方法に係る見直し及び改善の状況を報告する。

③ 上記①②を踏まえ、運輸安全マネジメント評価の実施方法の改善及び運輸安全調

査官の資質向上等、運輸安全マネジメント制度の更なる充実強化に努める。



（４）運輸安全マネジメント評価の結果の取り扱いについて

① 運輸安全マネジメント評価の所見については、当該運輸事業者に対してきめ細か

な説明を行い、必要に応じ、適切な措置を講じる。

② 運輸安全マネジメント評価の結果の公表については、運輸事業者の安全に関する

意識向上を促すものである一方で、その結果に事業者の経営に関する機密も含まれ

ること等を勘案しつつ、運輸安全マネジメント評価の結果の概要を取りまとめ、運

輸審議会に定期的に報告し、また、ホームページ等で公表する。

（５）運輸安全マネジメント評価の実施計画

上記（１）から（４）に従い、鉄道分野、航空分野、自動車分野及び海運分野の合

計で、年間１２０から１５０事業者程度を目安として、計画的かつ効率的に実施する。

３．その他

（１）本方針は、平成２２年４月１日より適用する。

（２）本方針は、国土交通大臣が行う運輸安全マネジメント評価について適用する。

（３）再発防止等の観点から緊急に対応が必要と認められる事態が発生した場合において

は、適時適切に運輸安全マネジメント評価を実施する。


